平成２３年度
射水市公募提案型及び地域提案型

市民協働事業審査会
[image: image1.emf]
日　時：平成２３年５月２２日（日）　午後２時００分

場　所：射水市役所小杉庁舎３階３０３・３０４会議室
射水市市長政策室
まちづくり課
次　　第

１　開会

２　あいさつ

３　審査委員の紹介

４　審査会の進行説明

５　提案団体によるプレゼンテーション（公募提案型市民協働事業）
６　休憩

７　提案団体によるプレゼンテーション（地域提案型市民協働事業）

８　閉会
審査会の進行等について

１　進行表

	13：30
	受付開始

	14：00～14：10
	審査会開会（303・304会議）

	
	あいさつ

	
	審査委員の紹介

	
	審査会の進行説明

	14：10～15：10
	公募提案型市民協働事業

提案団体によるプレゼンテーション（４団体）

	
	１　特定非営利活動法人　こすぎ総合スポーツクラブきらり

２　特定非営利活動法人　いみず市民メディア

３　射水市災害放送ボランティアの会

	15：10～15：20
	　休憩

	15：20～16：05
	地域提案型市民協働事業
提案団体によるプレゼンテーション（３団体）

	
	４　中太閤山まちづくり地域振興会

５　黒河地域振興会

６　三ケ地域振興会

	16：05
	審査会閉会


２　発表方法

· 発表時間は、１団体７分間とします。
· 発表開始後６分経過時にベル１回、７分経過時に２回鳴らします。
· 発表後の審査委員からの質疑応答は８分間です。
· 前の提案団体の質疑応答が始まりましたら、次の提案団体は速やかに発表の準備に取りかかってください。
３　審査基準
（１）地域提案型市民協働事業
· 地域課題や市民ニーズの把握、地域特性

· 役割分担の妥当性

· 期待できる事業効果

· 事業の実現性

（２）公募提案型市民協働事業
・地域課題や市民ニーズの把握、公益性
　・団体の特性と役割分担の妥当性

・期待できる事業効果

・事業の実現性

・提案団体の実施能力

· 提案団体の自立性、事業の継続性
４　事業決定

　　事業決定については、審査会の報告を踏まえ、市長が決定します。
	NO
	区分
	団体名
	事業名
	ページ

	１
	公募
	特定非営利活動法人

こすぎ総合スポーツクラブきらり
	元気upきらり運動教室
	５

	２
	公募
	特定非営利活動法人

いみず市民メディア
	「いみずインターネット放送局」と「市民メディア講座」
	８

	３
	公募
	射水市災害放送ボランティアの会
	コミュニティ放送による災害情報ネットワーク整備事業
	１０

	４
	地域
	中太閤山まちづくり地域振興会
	フラワーロード設置事業
	１３

	５
	地域
	黒河地域振興会
	黒河フラワーガーデン事業
	１５

	６
	地域
	三ケ地域振興会
	こども支援事業
	１７


５　発表順
射水市公募提案型市民協働事業　事業計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　特定非営利活動法人

こすぎ総合スポーツクラブ　きらり

	事業の名称
	元気upきらり運動教室

	事業の目的
	目的

ストレッチや簡単な筋力トレーニングを中心にそれぞれの体力に合わせて楽しく続けられる体操教室を展開することで元気な高齢者が支える地域の元気づくり

近年特定健診の認知が高まるにつれ、健康志向への関心が高まり積極的に健康運動の機会を増やす住民が多くなってきている。特にメタボリックシンドロームへの特定保健指導の中で、現在、市のパーアップ貯筋教室を中心に踏まえた積極的支援が展開されている。その継続の運動の受け皿として、総合型地域スポーツクラブきらりが受け皿教室を開催して、継続的に住民の健康維持に貢献している。一方、拠点施設のみの開催では、動機付け支援の対象住民にとっては、運動行動が日常的な生活習慣、行動習慣に結びつかない場合が多い。

・住民のだれもがいつでもどこでも誰とでも気軽に交流する機会の提供

・医療費や介護費用の低減を目指した運動プログラムの提供

を考え今回、地域に出向き、徒歩数分の行政施設（コミュニテーセンター・集会所）にて体操教室を展開する。笑いのある、朗らかな、健康な地域創りに寄与していきたい。

	事業内容
	対象
	地域住民・高齢者

＊おおむね６５歳以上の射水市民の方

＊普段体操や運動を行っていない高齢者

誰もが住み慣れた地域でいつまでもにこやかな日々の生活をおくれるように心地よい音楽を聴きながらゆったりした気持ちでストレッチなどの軽い運動を行う。

＊開催場所まで歩いていくことができる地域住民

地域のコミュニティーセンター・集会所での運動教室を目指す。

地域住民ニーズの声に対応した、運動教室展開を目指す。

	
	手法
	・地域の行政施設を利用する。(地区集会所、公民館)

・常設メニューを専門家に考案してもらう。

· 地域リーダー育成研修会(１０回)

（インストラクター、クラブ会員、パワーアップ貯筋教室の修了生、射水市体育指導委員など）
・ストレッチ体操（筋肉トレーニング）を主とする。

・音楽に合わせてゆっくり身体を動かす。有酸素運動＆ウオーキング、ボール運動なども取り入れ参加者が、参加したくなる楽しい教室、休みたくない教室運営をする。

・地域リーダーとして育成した指導者が参加者とともに活動する。その輪を広げて元気な高齢者を増やす。
・研修会を増やしながら、地域リーダーも増やしていく。

（地域リーダーは、自らの健康づくり、人に教える生きがいと達成感、仲間と集える楽しみなどを味わうことができると考える。）



	
	目標
	将来、1回／月あるいは1回／2ヶ月の定期教室開催ではなく、住民に定着した身近なラジオ体操の様な感覚で、1回／週の教室開催にこぎつけ、健康づくり、地域住民の交流の輪、仲間づくりなど地域住民が、日常的に気軽に参加できる教室展開を目標とする。

これにより必然的に医療費が抑制され、削減されると考える。

・筋力低下の防止

（運動していなかった人が運動することで、必ず体力年齢は下がる）

　(継続しなければ元に戻ってしまう)
・健康の維持増進

	協働事業として取り組むことの必要性
	＊健康への架け橋

自分の体は自分で知ろう、自分で守ろう

・行政が開催しているパワーアップ貯筋教室の体力測定会・当クラブが年１回体育指導委員と共同で開催している体力測定会。ノウハウはクラブにもあるが意識付けをすることが難しい。

(そこに楽しさがなければ、数値だけで攻められると住民は引いてしまう)
・健康づくりにも様々なニーズがあり、結果が数値としでないエアロビ、太極拳、ヨーガなどやって楽しい多種目と住民のニーズの把握等はクラブがそのノウハウと指導者を持っている。

・健康づくりの基準となるデータは１スポーツクラブでは、計測することができない。

・健康運動指導士の資格を持つ保険師、研修を受けて意識の高いヘルスボランティアの皆さんにも、保健指導、血圧測定などをしていただくことで住民は安心する。

	役割分担
	行政の役割

・広報
・行政施設利用の協力
・保健師、健康運動指導士の協力

・へルスボランティアの皆さんの協力

・健康情報の提供

	
	クラブの役割

・常設メニューの企画(ストレッチ、筋トレ等)
・地域住民のマンパワーを生かす(地域リーダーの育成)

・参加して楽しい教室開催（楽しくなければ続けられない）
・運動できる環境整備・運動メニューの提供

· 積極的な健康体操を含めての出前指導が可能


	
	住民の役割

・自助努力

健康は人から与えられるものではなく自分で作るもの

仲間づくり

みんなで行う



	事業効果
	・健康であると感じている人の増加

・生きがいのある人の増加

・人とふれあうことが楽しいと感じている人の増加

→地域のみんなが元気になる→参加者の体力年齢が下がり、筋力・体力がアップする→地域が活性化→介護予防→医療費の抑制と削減

	事業展開
	この事業は単年度で終了するものでなく全市の取り組みに発展させ、各行政施設での教室開催に目標を掲げ、地域住民の運動機会の提供、地域住民誰もが健康でいきいきと輝くまちづくりを目指す。




様式第２号（第６条関係）
射水市公募提案型市民協働事業　事業計画書

団体名　特定非営利活動法人　いみず市民メディア　
	事業の名称
	「いみずインターネット放送局」と「市民メディア講座」

	事業の目的
	（解決すべき課題と地域のニーズ）

　近年の情報化社会の進展はめざましく、平成22年9月末の富山県のブロードバンド普及率は66.4％で、全国14位と上位に位置している。動画や生中継も簡単に見ることが可能となり、情報ツールとしてのインターネットの優位性は、今後ますます高まることが予想される。

この事業は、市民が参加して動画や音声などのインターネットコンテンツを制作し、市民自らが「射水」の情報を全国や世界に向けて発信することで、「射水」をＰＲすると共に地域活性化を推進する。

	事業内容

(複数の事業がある場合は別紙添付でも可)
	対象
	（どこで、だれに等）

　講座の対象は、アナウンス・ビデオ撮影・インターネットなどに関心のある市内在住者や、市内に職を有する者など。

	
	手法
	（いつ、どのように、何を等）

「市民メディア講座」を、平成２３年度内に４回開催する。

受講者がアナウンスやビデオ撮影・編集などを学習し、専門家がアドバイスやフォローをして動画作品などを制作する。

講師は、柴田茂樹（撮影・編集）、相本芳彦（アナウンス）。
制作した作品は「いみずインターネット放送局」のサイトにアップして公開する。地域情報はもとより、射水の魅力を全国や世界に向けて発信する。

	
	目標
	（目的とする結果、数値基準等）

受講者の目標人数は１０人。

動画作品は、毎月５本程度を制作して「いみずインターネット放送局」のサイトにアップする。

	協働事業として取り組むことの必要性
	（団体や行政の特性から説明してください）

身近な地域情報はマスコミで取り上げられる機会が少なく、その地域に住んでいてもキャッチすることが難しい。小さな話題であっても地域の人々にとって大切な情報は数多く存在している。この事業では、市民一人ひとりが情報発信の主役となることを目指している。インターネットを利用するこの事業は、地域コミュニティの活性化に寄与することはもちろん、「射水」のＰＲにも大きく貢献できると考える。

	役割分担
	（提案団体が果たす役割）
　「いみずインターネット放送局」の企画・運営。

受講生の取材・制作上のアドバイスやフォロー。

「いみずインターネット放送局」のサイト開設・運営。

	
	（事業実施に伴う市の役割）
　「市報」や「ホームページ」での広報。

観光案内や、市民向けの各種情報の提供。

取材対応。インタビュー動画の出演など。

	事業スケジュール
(別紙添付でも可)
	（準備期間、本実施期間、事業の評価等のスケジュール）
　平成２３年７月　「市民メディア講座」受講生の募集開始
「いみずインターネット放送局」の開設
　　　　　　８月　　「市民メディア講座」開講（年度内４回開催）取材および動画制作開始

完成動画のアップ開始（毎月５本程度）

平成２４年３月　　報告書作成

	事業効果
	（事業に取り組み、市民がどのような効果を受けるか）
　申請団体である「いみず市民メディア」は、富山県内では初の情報メディアを扱うNPOである。近年の情報化社会の進展はめざましく、インターネットの普及で世界中の情報がリアルタイムに入手できるようになった。その反面、例えば受信料が必要なケーブルテレビは任意で加入する有料メディアあり、世帯加入率はせいぜい50％台止まりだ。ケーブルテレビでは、地域情報や広報も放送しているが、実際には、ケーブルテレビに加入していない人はその情報を入手できない。情報化社会という言葉の陰に「情報格差」という問題が透けて見える。

一方でインターネットは、回線料などは必要だが無料コンテンツが主流である。その意味でも今後も大きな発展が期待できるメディアだ。国や県など行政サイドの情報はインターネットで流す方向へどんどんシフトしている。今年６月からは、県議会のインターネット生中継も開始されることが決まった。

「いみずインターネット放送局」が市民と市民をつなぐ役割を果たし、行政サイドと市民をつなぐ情報ツールとして機能すれば、今後、市民の一体感の醸成やアイデンティティの形成に、大きく寄与することが期待できると考える。

	事業展開
	（協働事業終了後の事業展開）
　「市民メディア講座」の受講生を、能力や技術レベルによって初級、

中級に分けて、次の段階に進む「レベルアップ講座」開講をめざす。

　また、インターネット動画の次の段階として、市内の祭りやイベントのインターネット生中継も実施したい。できれば早い段階で、市議会の生中継などにも取り組みたい。


様式第２号（第６条関係）
射水市公募提案型市民協働事業　事業計画書

団体名　射水市災害放送ボランティアの会　
	事業の名称
	コミュニティ放送による災害情報ネットワーク整備事業

	事業の目的
	（解決すべき課題と地域のニーズ）

　今年３月に起きた東日本大震災で、巨大な津波による未曾有の被害が東北地方を襲った。市民の命や財産を守るための、災害に強い「安心・安全な地域」の構築は、今や喫緊の課題である。

　この事業では、コミュニティ放送の災害放送を、市内各地で良好に聴取できるようラジオ受信機の設置を行う。また、各地域で災害通信員を募集し情報収集体制を整え、射水市とも密接に連携して災害時の緊急放送を迅速・確実に実施することができる環境を整備する。

　

	事業内容

(複数の事業がある場合は別紙添付でも可)
	対象
	（どこで、だれに等）

　ラジオ受信機の設置先は、災害発生時に避難所となる各地区のコミュニティセンターとする。また、災害通信員は、各コミュニティセンター単位で数名を募集する。

	
	手法
	（いつ、どのように、何を等）

　国が、コミュニティ放送の出力の上限を２０Ｗと定めているため、新湊地区などでは放送が聞こえにくい場所がある。これを解消するため、該当地域のコミュニティセンターに、外部アンテナと電池でも聴けるラジオ受信機を設置する。

また、各地区の災害通信員が、日頃から携帯電話などを使って防災情報を放送し、緊急放送の訓練を行う。あわせて、ラジオの必要性や災害時の役割などを啓発する。

	
	目標
	（目的とする結果、数値基準等）

放送が聞こえにくい地区にあるコミュニティセンターでの良好な聴取を目指す。また、災害通信員が防災番組に出演して地域防災の大切さを訴えることで、災害への備えの大切さについて、市民の意識を高めることをねらいとする。

	協働事業として取り組むことの必要性
	（団体や行政の特性から説明してください）

大災害時には停電が発生し、ケーブルテレビや携帯電話などが利用できなくなり、多くの市民は情報ツールを失ってしまう。一方、ラジオが災害に強いメディアであることは周知の事実である。コミュニティ放送を利用する災害時の情報発信は、コスト面からみても安価であり、安心・安全な地域づくりの上で大きな効果が期待できる。

大災害が発生した時の「共助」の役割が重視される中、協働事業として当事業に取り組むことの意義は、非常に大きいと考える。



	役割分担
	（提案団体が果たす役割）
　放送が聞こえにくい地域のコミュニティセンターに、外部アンテナの設置方法などをアドバイスして、良好に受信できるようにする。
　また、各地区で募集する災害通信員に対しては、情報収集の仕方や伝え方を指導して、災害通信員が携帯電話などで出演する防災ラジオ番組を企画・放送する。



	
	（事業実施に伴う市の役割）
　防災情報や資料の提供。防災担当者等の番組出演。市広報・ホームページ等による防災ラジオ番組の周知。緊急情報ルートの確保や迅速な情報の提供など、災害時を想定した情報伝達訓練。固定系行政防災無線とコミュニティ放送の連携について検討。



	事業スケジュール

(別紙添付でも可)
	（準備期間、本実施期間、事業の評価等のスケジュール）
　平成２３年７月　　各地区のコミュニティセンターにおいて、外部アンテナ及びラジオ受信機の設置開始（平成２３年度は１０か所程度に設置予定）

　　　　　　　　　　災害通信員の新規募集開始

　　　　　　８月　　防災ラジオ番組の放送開始

災害通信員の研修会を開催

平成２４年３月　　報告書作成


	事業効果
	（事業に取り組み、市民がどのような効果を受けるか）
　東日本大震災が発生した現状を踏まえ、市民が参加してコミュニティ放送による災害情報発信の環境整備に取り組むことは、多くの市民に「共助」の重要性を再認識してもらうことが期待できる。また、放送を通じて防災に関する情報を広めることによって市民の防災意識が高まり、いざというときの減災効果も期待できる。

マルチメディア社会の中でラジオは地味な存在とも言われるが、大災害が発生した際に、各種メディアのほとんどが機能停止に至るのは事実である。この事業を通じてラジオの有用性を多くの人たちに伝え、ラジオの普及につなげることができれば、市民の安心・安全の確保に貢献できると考える。


	事業展開
	（協働事業終了後の事業展開）
　災害は、いつ、どこで起きるか確実な予測は不可能である。射水市内には、避難所となるコミュニティセンターが２８か所ある。外部アンテナとラジオ受信機の設置は次年度以降も続けたい。災害時におけるコミュニティ放送の果たすべき役割は大きく、防災ラジオ番組についても継続させていきたい。

　ラジオ放送は停電時でも聴くことができ、カーラジオなら市内全域で聴取可能である。「安心・安全な地域」の構築のために、行政や企業等の積極的な支援を求めたいと考える。




様式第２号（第６条関係）
射水市地域振興会地域提案型市民協働事業　事業計画書

地域振興会名　中太閤山まちづくり地域振興会
	事業の名称
	　フラワーロード設置事業
      （１６丁目大開公園地内）

	事業の目的
	1、 地域住民のつながりを深める地域コミュニティの形成

2、 子供の心身の育成　

・他人と協力しながら植物を育てる楽しさを味わい、環境美化に関心を持つ

・故郷に愛着を持つ

３、   美しい地域づくりやエコ意識の向上

	事業内容


	対象
	
　　別紙　　大開公園平面図を参照

	
	手法
	・５月中旬より１１月初旬頃まで、住民参加によるカンナの定植、水管理、施肥管理、周辺の雑草除去、球根の堀上げ等を行う。

	
	目標
	・１１月初旬頃、球根を掘り起し、屋内にて越冬させる
ことにより球根は２倍近くに増え、次年度以降継続し
事業の育成が見込まれる。町内の関心が高まり、周辺
住民に対しても環境、エコの関心が深まれば１５丁目
にも呼びかけ　一層の公園美化促進を図る。

	役割分担
	　・プレゼンテーション終了次第町内に呼びかけを行い、班別管理、又は美化促進チーム等を編成し、実施に併せて工程管理表を作成、それに基づき実施する。

	
	1、 市道８８２号線（ガードレール横の路肩）の利用、堀削、　

植栽の許可

2、 市道８９０号線側溝上の利用（平板を設置しその上にプラ  

ンターを置く）

3、 　 公園内の水飲み場の利用（南側にも配管蛇口付で１箇所  
設置を希望）

	事業スケジュール

(別紙添付でも可)
	1、 ５月のプレゼンテイション終了後速やかに植栽を行う。ミニバックホーにて堀削土壌の入れ換え

2、 ５月中旬芽だし球根の植栽

3、 ６月～１０月下旬　　施肥、水管理、除草、

4、 １１月球根掘り上げ、整地、

5、 　翌年３月写真展（総会時）開催

	事業効果
	1、 公園美化に対する関心度の高まりと共に地域のコミュ　　

ニティー醸成を図る。

2、 子供の心身の育成

２－１　他人と協力しながら植物を育てる楽しさを味わい、環境美化に関心を持つなど豊かな心の形成。

２－２　故郷に愛着を持つ。

3、 美しいまちづくりやエコ意識の向上。

フラワ－ロードのみならず町民が自宅や周辺の美化を心がけるようになったり、朝顔のグリーンカーテン等、植物の二酸化炭素吸収のエコ意識が醸成される。

	事業展開
	　　越冬した球根で次年度以降も事業の継続は見込まれる。又環境等の変化等により、他町内に対する波及効果も見込まれ、公園管理事業として美化促進の期待が持てる。

単年度事業ではなく引き続き補助事業とし、事業費の拡大とともに認定を求めるものです。


様式第２号（第６条関係）
射水市地域振興会地域提案型市民協働事業　事業計画書

地域振興会名　黒河地域振興会　　

	事業の名称
	黒河フラワーガーデン事業

	事業の目的
	（解決すべき地域が抱える課題・テーマと市民ニーズを記入ください。）

1． 近所付き合いの疎遠化

2． 地域コミュニティの形成

3． 地域ぐるみの協働作業による心身の育成

	事業内容

(複数の事業がある場合は別紙添付でも可)
	対象
	（どこで、だれを対象にするのか記入ください。）

・　黒河コミュニティセンタ－前空き地　　２３０㎡

・　黒河地区住民

	
	手法
	（いつ、どのように、何をするのか記入ください。）

・６月から花壇作りのための事前整備工事を行い、

  ６月末までに花苗の植栽及び樹木の移動を完了させる。

	
	目標
	（目標とする結果、数値目標等について記入ください。）

・今年度は、秋に向けての開花が目標となるが、来春の開花を最終目標とする。

・花壇コンクールに応募する。

	役割分担
	（地域振興会が果たす役割）

・企画、協力団体との打ち合わせ、広報誌を通じ住民参加の呼びかけ、作業の準備及び事後管理の計画。

	
	（事業実施に伴う市の役割）

・黒河コミュニティセンター前広場の花壇設置許可。

・市職員の参加協力案内。



	事業スケジュール

(別紙添付でも可)
	（準備期間、本実施期間、事業の評価等のスケジュール）

４月中旬

花壇設計協議

６月

事前作業工事（不要な樹木、瓦礫等除去）

６月

花苗、樹木の植え付け。

７月

花壇コンクールに応募

６月～９月

水撒き、花殻摘み、水やり、施肥

１１月上旬

来春用の花苗、球根植え付け作業



	事業効果
	（事業に取り組み、市民がどのような効果を受けるか。）

・昨年度の提案型市民協働事業で「みんなで作ろう”芝生広場“を実現し、芝生の植栽当日には地域住民２５０名の参加がありました。和気あいあいに作業をしているのを見て、聞けば、今まで同じ町内に住みながら、顔はわかるが一度も会話をしたことが無い人たち同志とのことでした。

これこそが地域コミュニティの形成であり、地域住民が参加実施することで、地域全体の一体感の充実がより一層高まる目的が果たされたと思いました。

・今年度の事業は、たくさんの住民が利用する黒河コミュニティセ
ンターでの花壇作りで、各種団体に場所を割り振り、夫々で管理も
工夫をしながら行うことにより一層の団結力を高めたい。



	事業展開
	（協働事業終了後の事業展開）
花壇作りは、永遠の管理が必要であるため、住民の協力が無ければ続けることは出来ない。

その為にはどうすれば良いかを、各種団体と討議を重ねながら進めて行きたい。


射水市地域振興会地域提案型市民協働事業　事業計画書

地域振興会名　　　　三ケ地域振興会
	事業の名称
	こども支援事業

	事業の目的
	（解決すべき地域が抱える課題・テーマと市民ニーズを記入ください。）
　高齢化の急進、核家族化、絆の希薄化の中で、市民協働の核となる地域振興会の役割は益々重要となってきている。

一方、住民の無関心層の増加は地域活動の停滞を招きコミュニテイの空洞化を助長している。そこで今年度は、三ケふれあい館、あおい幼稚園、三ケ児童館などを積極的に活用し、世代間、各種団体などの交流を強化し、地域振興会のレベルアップを図るとともに将来の地域を担うこども達を地域ぐるみで育む「こども支援モデル事業」に取り組む。



	事業内容

(複数の事業がある場合は別紙添付でも可)
	対象
	（どこで、だれを対象にするのか記入ください。）

三ケふれあい館、あおい幼稚園、三ケ児童館などの積極的な利用を図り、小学校低学年、保育園児、幼稚園児、幼児を対象とする。



	
	手法
	（いつ、どのように、何をするのか記入ください。）
月2回（第１．３．土曜日午前中）三ケ地域振興会の自治会、三ケ福祉協議会、長寿会、女性部会、児童クラブ、PTAなどに加え、小学校、保育園、幼稚園、福祉短大にも呼びかけモデル事業実行委員会（検討委員会）を設ける。
将来の地域を担う子供たちを地域ぐるみで育むため、読み聞かせを中心に、郷土のまつり、高齢者の体験話、伝承遊び、などを行う。また世代間の交流を通して花や緑の自然を大切にする心を養うために、ふれあい農園や収穫祭、花いっぱい運動などを展開する。



	
	目標
	（目標とする結果、数値目標等について記入ください。）
三世代交流を通して、こども達の助け合いの心、自然や物を大切にする心、感謝の気持ちを持つ心を養い地域ぐるみで安心安全でいきいきとした住みよい町、住みたい町づくりを推進する。

	役割分担
	（地域振興会が果たす役割）
三ケふれあい館等の積極的な活用を図り、地域振興会傘下の各種団体の連携強化を図りながら世代交流を推進する。

こども支援のため小学校、保育園、幼稚園、福祉短大等と緊密に連携を図る。



	
	（事業実施に伴う市の役割）
・事業に対する応分の財政負担

・職員の参加

・情報提供などの支援



	事業スケジュール

(別紙添付でも可)
	（準備期間、本実施期間、事業の評価等のスケジュール）

１．５月　・　こども支援のための事業立案計画

２．５月　・まつり広場　　・ふれあい農園

　　　　　　

３．１０月・収穫祭　
４．２月　・こどもフォーラムを開催
５．通年　・読み聞かせ、花いっぱい運動

	事業効果
	（事業に取り組み、市民がどのような効果を受けるか。）

・こどもフォーラムを開催し、園児、児童、親子のふれあい、地域の絆を確認し合う。

・地域の保育園、幼稚園、福祉短大などとの交流を深め地域ぐるみの活性化を図る。

・三ケふれあい館、あおい幼稚園、三ケ児童館の積極的活用により、住民の帰属意識が高揚し地域行事が充実する。

	事業展開
	（協働事業終了後の事業展開）

・今後とも各事業を継続し、さらに各事業を通して交流を強め発展させ

三ケ地域の将来を担うこどもの育成を図って行く。

・三ケふれあい館の積極的利用を継続して行く。

・地域の福祉施設　一穂　(老人ホーム）、富山福祉短大、幼稚園、保育園とも連携協力を密にして行く。
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